
Ⅳ-2-3 中国・四国

宿泊者数はコロナ禍前を上回り回復
インバウンド宿泊が大幅増、広島・四国中心に外国人誘客が本格化

宿泊税導入や国際線再開も進展

（1）都道府県レベルの旅行者動向
2024年1月から12月の中国・四国地方における延べ宿泊
者数は、2023年に引き続き、回復基調を維持し、2019年の水
準を概ね回復するまでに至った。観光庁「宿泊旅行統計調
査」によると、同期間の延べ宿泊者数は合計4,226万人泊と
なり、前年比で2.0％の増加、2019年比ではプラス0.4％と、
コロナ禍前水準をわずかに上回った。四国では、徳島県や
香川県で堅調な伸びが見られ、中国地方では、広島県を中
心に5県で持続的な回復が見られた。
延べ宿泊者数の動向を都道府県別に見ると、前年からの
増加率が最も高かったのは鳥取県（前年比プラス16.6％）、
次いで香川県（同プラス8.7％）、徳島県（同プラス8.7％）で
あった。これらの県では、観光資源の磨き上げやイベント・
プロモーションの強化、交通アクセス改善等が奏功したと
考えられる。一方で、高知県では、前年比マイナス22.1％と
なり、宿泊需要の回復に停滞感も見られた（図Ⅳ-2-3-1）。
外国人延べ宿泊者数についても、2024年は堅調な伸びを
示した。 年間の外国人宿泊者数は375万人泊（前年比プラ
ス28.8％）となり、2019年比でも109.7％とコロナ禍前を超
えるに至った。特に広島県では、外国人宿泊者数が引き続
き中国・四国地方で最多の161万人泊に達した（2019年比プ
ラス21.9％）。また、前年からの伸長では愛媛県（同プラス
80.8％）、香川県（同プラス71.2％）、岡山県（同プラス45.5％）
でも大きな伸びを記録し、中国・四国エリアにおけるイン
バウンドの伸長の動きが鮮明となった（図Ⅳ-2-3-2）。

図Ⅳ-2-3-1　延べ宿泊者数の推移（中国・四国）
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都道府県名 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年
鳥取県 212 229 188 223 260 
島根県 245 262 287 331 344 
岡山県 377 371 458 555 578 
広島県 675 584 853 1,157 1,207 
山口県 311 330 392 362 379 
徳島県 145 160 184 234 254 
香川県 253 227 324 437 475 
愛媛県 300 254 376 469 437 
高知県 196 191 256 375 292 

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」をもとに（公財）日本交通公社作成

図Ⅳ-2-3-2　外国人延べ宿泊者数の推移（中国・四国）
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都道府県名 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年
鳥取県 34 11 12 71 98 
島根県 13 11 11 53 68 
岡山県 74 22 59 332 483 
広島県 169 43 143 1,444 1,611 
山口県 32 20 49 91 121 
徳島県 20 10 18 134 134 
香川県 81 14 34 445 762 
愛媛県 58 35 33 203 367 
高知県 17 9 10 139 107 

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」をもとに（公財）日本交通公社作成
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（2）観光地の主な動向
①地方・都道府県レベル
●島根県、山陰道の延伸と観光案内サインの多言語化
島根県は、山陰自動車道の開通を契機に、観光振興への取

り組みを加速させている。2024年3月には大田中央・三瓶山
IC～仁摩・石見銀山IC間、2025年3月には出雲IC～出雲多伎
IC間が開通し、これによって県内の開通率は約73％に達した。
この整備により、出雲大社や石見銀山といった主要な観光地
へのアクセスが大幅に向上し、観光客の利便性が高まった。
また、県独自の取り組みとして「しまね観光サインガイドラ
イン」を策定。これは、外国語での案内表示を統一し、観光客
がより安心して県内を周遊できるようにするためのものだ。
主要な観光地や公共交通機関では、英語、中国語（簡体字）、韓
国語、フランス語、タイ語の5か国語に対応した案内板の設置
が進められている。多言語での情報提供を強化することで、
国際的な観光客の受け入れ体制をさらに充実させ、満足度の
向上を目指している。これらの交通インフラの整備と情報提
供の多言語化は、島根県を訪れる国内外の観光客を増やし、
地域経済の活性化につながるものと期待されている。

●岡山県と仁川国際空港公社の覚書締結
岡山県は、2024年7月に韓国の仁川国際空港公社と覚書を
締結し、岡山桃太郎空港と仁川国際空港を結ぶソウル線の利
用促進に向けた協力体制を強化した。岡山県が海外の空港と
覚書を交わすのは、これが初めての試みである。本覚書の締
結は、コロナ禍で大きく落ち込んだ国際線の利用客数を早期
に回復させ、日韓双方の地域経済を活性化させることを目的
としている。覚書には、共同での観光プロモーションの実施、
旅行商品の開発支援、物流面での協力体制構築等、幅広い連
携内容が盛り込まれた。これにより、岡山県から韓国への渡
航需要喚起だけでなく、インバウンド誘客の促進にもつなが
ることが期待される。
今後、両者は協力して具体的な施策を進め、ソウル線のさ

らなる利便性向上と利用拡大を図っていく方針だ。

●広島県が宿泊税の導入決定、持続可能な観光振興財源の確
保へ
広島県では2024年12月、宿泊税導入に関する条例案が県議

会で可決され、2026年4月からの施行が決定した。これにより、
持続可能な観光振興に向けた新たな財源が確保されることと
なった。税額は、宿泊料金にかかわらず一律1泊200円で、修学
旅行生等の一部を除き、県内の宿泊施設に泊まるすべての宿
泊者が対象となる。徴収された税収は、観光資源の魅力向上
や、外国人旅行者向けの多言語対応強化、夜間の観光を活性
化させる「ナイトタイムエコノミー」の創出等、幅広い分野に投
資される予定だ。県は、この税収を2030年に観光消費額8,000
億円を達成するための重要な財源として位置付けている。
この宿泊税導入により、観光客の満足度向上と地域経済の
さらなる活性化を目指す。

●山口県がインバウンド復興に向けた三本柱の戦略策定
山口県は、2024年以降のインバウンド観光回復期を見据え、
観光需要の確実な取り込みと地域経済への波及効果の最大化
を目指した戦略を展開している。この戦略の主要な柱は3つで、
第一に、多様なニーズに対応するべく、地域の歴史・文化や食
を活かした体験型プログラムを充実させ、広域周遊ルートの
構築を通じて観光客の滞在満足度と消費額の向上を図る。第
二に、クルーズ船市場の動向を捉え、下関港を中心に岸壁の整
備やCIQ（税関、出入国管理、検疫）機能の効率化を進めること
で、国際クルーズ船の積極的な誘致と受け入れ体制の強化を
図る。そして第三に、山口宇部空港における国際航空路線の
再誘致と定着に向けた支援を強化し、海外からの直接的なア
クセスを確保することで、観光客のみならずビジネス需要の創
出にもつなげる。これらの取り組みは、点としての観光資源を
線、そして面へと広げ、県内全域への経済効果の波及を目指す
ものであり、下関港のインフラ整備や山口宇部空港の国際線
再誘致といった具体的なプロジェクトが進行する中で、山口県
の観光産業は新たな成長局面を迎えている。

●愛媛県、インバウンド宿泊者数が2019年比2倍以上に急増、
空路ネットワークの拡充も進展
愛媛県では、2024年度に入ってから訪日外国人宿泊者数が
急増し、2024年4月には2019年同月比で2倍以上を記録した。
この大幅な増加の背景には、多岐にわたるインバウンド戦略
の展開がある。特に、国際航空路線の拡充が大きく寄与して
いる。韓国・ソウル線（チェジュ航空）の増便に加え、2025年7
月には松山－上海線の運航が再開されており、これによりイ
ンバウンド誘致の基盤が強化された。また、SNSを活用した
「しまなみ海道」や伝統的な町並みといった観光資源の魅力発
信や、地域の文化を体験できる観光プロモーションも積極的
に実施された。こうした多角的な取り組みが奏功し、外国人
旅行者の誘致に成功した。今後、さらなる国際線の運航再開
や新規路線の開設も視野に入れ、増加するインバウンド需要
に対応していく方針だ。

②広域・市区町村レベル
●大阪・関西万博を見据えた広域周遊促進の連携（中国・四国
全域）
大阪・関西万博を契機とした広域観光の促進が、中国・四国
全域で加速している。関西圏と連携した瀬戸内エリアの周遊
ルート整備が進められており、複数の地域をまたぐ観光客の
移動をスムーズにすることが狙いだ。また、訪日外国人観光
客向けに便利な周遊パスの設定も計画されており、より多く
の観光客を呼び込もうとしている。さらに、DMO（観光地域
づくり法人）同士が連携し、共同でプロモーション活動を行う
等、広域的な誘客力強化に向けた取り組みが進められている。
万博を機に、中国・四国地方が一体となって観光客を呼び込
み、地域の活性化を図る。
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●鳥取県倉吉市で電動モビリティ導入による観光まちづくり
の実証展開
鳥取県倉吉市は、2025年3月の鳥取県立美術館開館を契機

に、観光客と住民の移動を両立させるための実証事業「U-MO
（ウーモ）」を進めている。この事業では、市街地で電動車を活
用した「グリーンスローモビリティ」という移動サービスが実
施されている。これは、環境に配慮しつつ、観光客と地元住
民双方にとって便利な移動手段となるかを検証するものだ。
倉吉市は、この実証事業を通じて、市内をゆっくり巡る周遊型
の観光を促進し、滞在時間を延ばすことを目指している。ま
た、環境負荷の軽減にもつながる取り組みとして注目されて
おり、今後のまちづくりに活かされることが期待されている。

●島根県松江市で観光交流拠点「カラコロ工房」がリニューア
ルオープン
2024年10月、島根県松江市の中心部にある観光施設「カラコ

ロ工房」が、大規模改修を終えリニューアルオープンした。
元々、旧日本銀行松江支店として使われていた歴史ある建

物を活用したこの施設は、地元の飲食店や物産店、さまざまな
体験工房が集まる新たな交流拠点へと生まれ変わった。今回
の改修で、観光客が長時間滞在しても楽しめる魅力的な空間
が創出された。「カラコロ工房」の再始動は、松江市の観光振
興に大きく貢献すると期待されている。

●岡山県倉敷市で宿泊税導入に向けた検討開始
岡山県倉敷市は、観光地・美観地区の持続可能な観光経営

を目指し、2025年度中の宿泊税導入を検討する方針を2025年
6月に表明した。美観地区は、国内外から多くの観光客が訪れ
る一方で、観光資源の保全や受け入れ環境の整備が長年の課
題となっていた。倉敷市は、宿泊税をそのための新たな財源
として確保したい考えだ。今後、市は有識者による検討会を
設置し、税率や徴収方法、使途等について議論を進める予定
だ。宿泊税の導入により、貴重な歴史的景観を守りながら、観
光客と地元住民双方にとってより良いまちづくりを進めるこ
とが期待されている。

●岡山県倉敷市で美観地区と児島地区における観光拠点整
備の進展
岡山県倉敷市の美観地区に、2024年4月、新たな複合観光施

設「LOGIN Kurashiki」がオープンした。この施設は、高梁川
流域の10市町村の食、体験、宿泊を一体的に提供する拠点だ。
訪日外国人観光客の受け入れ体制も強化されており、地域全
体の魅力を国内外に発信する役割を担っている。また、倉敷
市児島では、ジーンズ文化の象徴である「ジーンズミュージア
ム＆ヴィレッジ」が改装され、体験型施設として再始動した。
ここでは、ジーンズ産業の歴史と職人の技術にふれることが
でき、児島が“国産ジーンズ発祥の地”であることを改めて発
信している。

●広島県・島根県がJR芸備線の再構築協議と観光活用
JR西日本と広島・島根両県は、芸備線（備中神代～備後庄

原間）のあり方について話し合うため、2024年3月に再構築協
議会を設立した。これは、地域の公共交通と観光を活性化さ
せるための重要な一歩となる。その取り組みの一環として、
2025年夏には臨時快速列車「庄原ライナー」の実証運行を予定
している。この試みは、芸備線沿線への観光客誘致と、それ
に伴う地域交通の利用促進を目指すものだ。JR西日本と両
県は、この臨時列車の運行を通じて、路線の維持・活性化に向
けた具体的な方策を探っていく。長年、利用者の減少が課題
となっていた芸備線にとって、「庄原ライナー」の実証運行は
大きな転換点となる可能性がある。今後、協議会での議論と
実証運行の結果を踏まえ、持続可能な地域交通ネットワーク
の構築が期待される。

●山口県下関市で全国クルーズ活性化会議の地方初開催
2025年2月、山口県下関市で全国クルーズ活性化会議の地

方初となるシンポジウムが開催された。全国から関係者が集
まり、クルーズ産業の振興について活発な議論が交わされた。

下関市は、これを機にクルーズ寄港地としての存在感をさ
らに高めようとしている。その取り組みの一環として、同年7
月には全国総会も下関市で開催された。関門海峡という地理
的な強みをもつ下関市は、近年クルーズ船の寄港回数を増や
している。 今回のシンポジウムと総会を成功させることで、
国際的なクルーズ船寄港地としての地位を確固たるものにす
ることを目指している。

●徳島県、高知県で夏祭り（「阿波おどり」、「よさこい祭り」）が
本格復活
2024年夏、四国を代表するふたつの祭りが、コロナ禍からの

完全復活を印象付ける盛況ぶりを見せた。徳島市で8月11日か
ら15日にかけて開催された「阿波おどり」では、推計来場者数が
102万人に達し、コロナ禍前の水準に迫る賑わいを見せた。徳
島市全体が「阿波おどり」の熱気に包まれ、多くの観光客や地元
住民が一体となって踊りを楽しんだ。一方、高知市の「よさこ
い祭り」も活況を呈した。この年には189チーム、約1万7,000人
の踊り子が参加し、前年から約2割も増加。個性豊かな衣装と
パワフルな踊りで、町中に高揚感が満ちあふれた。両祭りとも、
国内観光客だけでなく、海外からの来訪者も目に見えて増加し
た。長引いたパンデミックを経て、地域社会全体が活気を取り
戻し、観光産業の復興を力強く後押ししたといえる。

●香川県、瀬戸内海沿岸各地で「瀬戸内国際芸術祭2025」が
開催
瀬戸内海を舞台に3年に1度開催される「瀬戸内国際芸術祭」

が、2025年4月から始まった。2025年で6回目を迎える芸術祭
には、37の国・地域から222組のアーティストが参加する。春・
夏・秋の3会期にわたって開催される予定で、国内外から100
万人を超える来場者が訪れると見込まれている。

今回のテーマは“海と人間”。瀬戸内海の美しい自然と歴史、
そこに生きる人々の営みをアートを通じて表現する。
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●愛媛県松山市で道後温泉本館が全館営業を再開
愛媛県松山市にある「道後温泉本館」が、2024年7月、5年半

にわたる保存修理工事を終え、全館営業を再開した。日本最
古の温泉として知られる「道後温泉本館」は、営業を続けながら
の工事という異例の形式で保存修理が行われてきた。今回の再
開は、建物の改築130周年という記念すべき年に当たり、大きな
話題となった。伝統的な建築美を保ちつつ、現代のニーズに合
わせた快適性も備えた再整備は、多くの観光客を呼び戻すきっ
かけとなり、地域の観光回復に大きく貢献している。

●高知県いの町で自転車×バスによる新たな観光周遊モデル
を展開
高知県いの町で、サイクリングとバス移動を組み合わせた

「サイクルバス」サービスが2024年10月に始まった。この新しい
サービスでは、利用者はレンタサイクルをバスに載せて郊外の
景勝地まで移動し、そこから自転車で散策しながら戻ってくる
ことができる。雄大な自然が広がる仁淀川流域の魅力を存分
に活かしたこの取り組みは、体力に自信のない人でも気軽にサ
イクリングを楽しめるのが特徴だ。サイクルバスは、新たな観
光モデルとして注目を集めている。

（蛯澤俊典）
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